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　情報技術が発達し情報を容易に取得できるようになった反面、住情報を扱う分野が多岐に
わたり、体系整理や共有化が十分でない状況が生じています。その結果、正確な情報が得に
くくなったり、インターネットを使用できない状況の県民に情報が伝わりにくくなる問題が
起きています。そこで、住宅分野と福祉分野などにおける住情報の体系整理や、情報共有の
仕組みづくりを進めます。
　これらの問題の解消に加え、若い世帯を本県へ呼び込むための取組や、本県の魅力を伝え
る手段として、情報発信の手法を十分に検討し、活用していきます。

　　　目標達成に向けた主な施策

　１　住情報の体系整理及びメンテナンス体制の整備　

（１）子育て、福祉、医療、教育、まちづくりなど住生活の関係主体において、それぞれが
有する住情報や支援制度など関連施策の情報を収集し、体系整理の上、共有します。ま
た、収集した情報は随時更新し、維持管理していきます。

（２）安心ネットと地域包括支援センターや自立支援相談センター、社会福祉協議会などと
の更なる連携・協力を進めます。

　２　住情報の発信の強化

（１）様々な状況の県民が住情報を入手しやすくするため、ワンストップ窓口の設置など、
各種住情報の提供方法を検討します。

（２）安心ネットと地域包括支援センターや自立支援相談センター、社会福祉協議会などと
の更なる連携・協力を進めます。（再掲）

（３）住情報を一元的に発信するサイトを設立し、住生活に関連する関係主体と情報共有し
た情報を発信します。

（４）鉄道事業者との連携など、より効果的な広報手段を検討し、子育て支援施策を含む住
情報や支援制度など関連施策の情報を県内外へ広く発信します。

　　　指　標
目標に向けた成果を評価するため、次のとおり指標を設定します。

 ・県等が発信する住情報サイトのアクセス件数

　　1.4万件／月（平成27年度）→　2.5万件／月（平成37年度）

　県などによる情報発信の効果を確認するため、広報手法のひとつであり、数値での把握
が可能であることから、この指標を選定しました。

誰もが利用できる広報による情報発信を進めます 情報発信力
目標５
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　公営住宅を取り巻く環境は、社会経済情勢と共に変化していきます。将来的な世帯数の減
少、少子高齢化の一層の進展、収入格差の拡大、民間空き家の増加など、公営住宅の供給に
影響を与える要因が大きく変わりつつあります。また、駅から近く利便性が良いため入居の
応募倍率が高い団地がある一方、郊外のため応募倍率が低い団地もあり、需要と立地がマッ
チしない状況も発生しています。
　本県では平成37年をピークに世帯数が減少に転じると見込まれているものの、公営住宅の
応募倍率は、平成27年度の県営住宅で約 4 倍と、依然高い状態です。特に高齢単身者向けの
住戸については、募集戸数が少ないこともあり、平成23年度から平成27年度までの平均応募
倍率は30倍近くとなっています。
　こうした状況を踏まえ、公営住宅が限られた財源の中で確実に住宅セーフティネットとし
ての役割を果たすため、以下の考えに基づき適正な運営に努めます。

　人口・世帯数の減少を踏まえ、公営住宅の地域バランスや需要予測を適切に判断し、必
要に応じて期限付き入居や借上げ制度を活用するなど、過度な保有ストックが形成されな
いよう努めます。
　特に高齢単身者向けの住戸については、今後も応募倍率の増加が予想されるため、引き
続き戸数確保について検討します。

　既存の公営住宅ストックについては、中長期的な視点に立ち、建物の長寿命化を目的と
して、ライフサイクルコストを削減する計画的修繕を実施します。
　さらに、空き住戸や集会場については、地域の見守りやコミュニティづくり、グループ
ホームなど、地域貢献の視点で幅広く活用できる環境整備に努めます。

　公営住宅法の改正を踏まえた入居基準の見直しなどにより、低額所得者、高齢者、障害
者、子育て世帯などの住宅の確保に努めます。
　また、収入超過者及び高額所得者への明け渡し指導や請求などを引き続き行い、公営住
宅を必要とする方が入居できるよう努めます。

　公営住宅の整備にあたっては、少子高齢社会において、公営住宅の入居対象者を適切に
とらえた住戸規模や、型別供給を実施するとともに、長く大切に使う社会に対応できる住
宅整備を行います。

　県及び市町村が供給※する公営住宅は、次表に示す戸数を目標量とします。
　県営住宅の供給にあたっては、人口減少や将来的な世帯数減少を踏まえ、コンパクトシ
ティ、効率的な団地経営といった観点から、県営住宅団地の集約化により再編整備を進めます。

　 【参　考】平成27年3月策定「県営住宅のありかたについて」抜粋
○　県内の世帯数に対し、県営住宅サービス水準（県営住宅率）を維持します。
○　世帯数がピークを迎える平成37年までの期間は、世帯数の増加に見合った県営住宅

ストック戸数を確保します。具体的には、平成37年度までは、 5 年間で県営住宅650
戸の建て替え、また新たに300戸の借上げを行います。

○　なお、計画戸数については、将来世帯数の推計、低所得者世帯の状況を加味する必
要があるため、 5 年毎に検証を行い、必要に応じた見直しを行います。

○　さいたま市内の公営住宅については、政令市であるさいたま市と県が、今後の具体
的な整備方法を検討します。

公営住宅の供給及び活用の方針

公営住宅の供給及び活用の方針

第　章4
1

公営住宅の供給戸数の目標量公営住宅の供給戸数の目標量2

（１） 需要を反映した住宅セーフティネットの確保

（2） マネジメントを考慮した、既存ストックの活用

（3） 適正な入居基準の整備

（4） 公営住宅の整備

計画期間における公営住宅の目標量

前期（ 5年間）

平成28 ～ 32年度

全体（10年間）

平成28 ～ 37年度

※供給：
新規、建て替えなどの整備に伴う供給（建て替えに伴う既入居者向け供給を含む）、及び空
き家募集をいう。

15,000 戸 30,000 戸

◆ 第４章　公営住宅の供給及び活用の方針
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第４章　公営住宅の供給及び活用の方針 ◆






